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本文

2023年３月17日

各　位

会 社 名 株式会社ジャックス

代 表 者 名 取締役社長　村上　亮

(コード番号 8584 東証プライム市場)

問 合 せ 先 取締役上席執行役員　小林　一郎

(TEL　03－5448－1311)

連結子会社の吸収合併に関するお知らせ

　当社は、本日開催の取締役会において、当社の連結子会社であるジャックス・ペイメント・ソリュ

ーションズ株式会社を吸収合併することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたしま

す。なお、本合併は当社100％出資の連結子会社を対象とする吸収合併（簡易合併・略式合併）であ

るため、開示事項及び内容を一部省略しております。

記

１. 合併の目的

ジャックス・ペイメント・ソリューションズ株式会社は、ペイメント市場における取扱拡大を目

的として2012年８月に株式会社学研クレジットの全株式を取得・社名変更し、当社子会社となりま

した。同社は、従来から集金代行業務に加え、2014年４月より後払い決済サービス「アトディー

ネ」を開始し、その後順調に取扱いを拡大して参りました。しかしながら、昨今の後払い決済業界

における市場環境変化に起因する事業採算性及び現行サービスの将来性を総合的に勘案した結果、

2023年９月30日をもって後払い決済事業を終了することを2022年11月４日に公表いたしました。

　こうしたことから今般、後払い決済サービス以外の事業集約による業務効率化、並びに経営資源

の有効活用を図るため同社を吸収合併することといたしました。

２. 合併の要旨

　（１）合併の日程

合併決議取締役会　　　2023年３月17日

合併契約締結日　　　　2023年11月（予定）

合併効力発生日　　　　2024年３月１日（予定）

※本合併は、当社においては会社法第796条第２項に定める簡易合併であり、ジャック

ス・ペイメント・ソリューションズ株式会社においては会社法第784条第１項に定める略

式合併であるため、それぞれ合併契約承認に関する株主総会は開催いたしません。

　（２）合併方式

当社を存続会社とする吸収合併方式で、ジャックス・ペイメント・ソリューションズ株式会

社は解散いたします。

　（３）合併に係る割当ての内容

　　　　100％子会社の合併であり、新株式の発行及び金銭等の交付は行いません。
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吸収合併存続会社 吸収合併消滅会社

(1) 名 称 株式会社ジャックス
ジャックス・ペイメント・　ソリュ

ーションズ株式会社

(2) 所 在 地 東京都渋谷区恵比寿四丁目１番18号 東京都品川区東品川四丁目12番１号

(3) 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 取締役社長　村上　亮 代表取締役　高木　弘孝

(4) 事 業 内 容
クレジット、カード・ペイメント、

ファイナンス
後払い決済サービス、集金代行

(5) 資 本 金 16,138百万円 480百万円

(6) 設 立 年 月 日 1954年６月29日 1980年６月２日

(7) 発 行 済 株 式 数 35,079,161株 936,980株

(8) 決 算 期 ３月31日 ３月31日

(9)
大 株 主 及 び 持 株 比 率

（2022年９月30日現在）

株式会社三菱UFJ銀行　　　 20.2％

日本ﾏｽﾀｰﾄﾗｽﾄ信託銀行株式会社

（信託口）　　　　　　　   8.4％

株式会社日本ｶｽﾄﾃﾞｨ銀行（信託口）

　　　　　　　　　　　　　 6.3％

ジャックス共栄会　　　　　 4.7％

第一生命保険株式会社　　　 3.9％

株式会社ジャックス　　100％

(10) 直前事業年度の財政状況及び経営成績

決算期 2022年３月期（連結） 2022年３月期

純 資 産 192,217百万円 1,317百万円

総 資 産 4,828,881百万円 8,263百万円

１ 株 当 た り 純 資 産 5,386.05円 1,406.00円

営 業 収 益 164,070百万円 3,381百万円

営 業 利 益 26,743百万円 671百万円

経 常 利 益 26,786百万円 668百万円

当 期 純 利 益

(親会社株主に帰属する当期純利益)
18,316百万円 613百万円

１株当たり当期純利益 528.97円 654.61円

　（４）合併に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い

　　　　該当事項はありません。

３. 会社合併当事者の概要

４. 合併後の状況

　　本合併による当社の名称、所在地、代表者、事業内容、資本金及び決算期に変更はありません。

５. 今後の見通し

　　本合併は、当社の連結子会社との吸収合併であるため、連結業績に与える影響は軽微でありま

　す。

以　上


